
会議結果報告書 

会議名称等 平成１９年度 ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク 第１回「幹事会」 
開催等日時 平成１９年１１月１６日（金） １５時００分～１７時３０分 
開催等場所 柏市民活動センター 
報告者氏名 千葉県 加瀬賢一 

概  要 

・出席者 １０名（うちオブザーバー２名） 
（１）フォーラム次期開催地の決定について 

「ＮＰＯ活動推進自治体フォーラム開催自治体の公募ルール」に基づき、前年度末に公

募を実施したが、応募がなかった。そのため、幹事会で検討したが、堂本知事の意向を確

認して対応を決めることとした。その後、佐賀県及び千葉県にて候補自治体に打診した結

果、静岡県が承諾したため、ネットワーク規約第 8 条の基づき幹事会において承認した。

なお、静岡県が今後幹事会メンバーとして参加するかどうかについては、静岡県の実行

委員会と幹事会で情報の共有を図る必要もあるが、正式なメンバーとして参加するか、オ

ブザーバーとして参加するかについても含め、静岡県で検討することとなった。 
 
（２）今後の自治体ネットワークの運営について 

ネットワークの運営については、１９年度までは千葉県が事務局を担当し予算も負担す

ることとしていたが、２０年度以降の対応について協議した。 
（主な意見） 
・千葉県以外に、事務局を引き受けられる自治体があるとは思えない。 
・千葉県が、ネットワークを発展させたいのであれば、当分の間、千葉県が事務局を引

き受けてほしい。 
・口座を作って独立した会計にするのであれば、独立採算（資料の有償頒布）の方法も

考えられる。 
 
（３）今後の研究会について 

現在ある研究会が３年を経過し終了となるが、２０年度以降新たな研究会の設置につい

て協議した。 
（主な意見） 
・研究会がなくなって、ML のみの緩やかなネットワークの運営という議論もあった。

・研究会の存続と予算は密接な関係にある。研究会を存続させる財源作りが課題。 
・２０年度については、千葉県が研究会予算を確保して、２１年度以降はその研究会の

報告書を有償頒布し財源とする方法はどうか。 
 
【（２）（３）についての今後の対応】 
・ネットワークの運営に大きく関わっている千葉県のスタンスを整理することとし、年

明け１月くらいに第２回幹事会を開き、引き続き検討する。 
・次回幹事会までに、千葉県として、 
①千葉県が継続して事務局を担うか。 
②ネットワークの運営をどうしたいのか。（ＭＬのみにして、緩やかなネットワークを

維持するのか。今までどおり研究会等を設置していきたいのか。） 
③ネットワーク専用の口座をつくることは可能なのか。財源の確保策を考えて運営を

していくことは可能なのか。 
を整理する。 

 
（４）その他 

○フォーラムの開催方法について 
（主な意見） 
・首長セッションについては、フォーラムを開催して今行政がどういう取組みをしてい

るかを全国にアピールし、NPO 施策を発展させ広めていくためには重要な要素と考え

る。首長セッションのようなものは必要。 
・県庁が中心の首長セッションには疑問の声もある。 
・市町村レベルでも開催できるような規模にするなどやり方を考えなければいけないの

ではないか 。 



・日本ＮＰＯセンターとの共催なども考えられるのではないか。  
 ○２１年度以降フォーラム開催地の決定方法について 
（主な意見） 
・まずは、ルールに基づいて２月くらいに公募する。応募がなかった場合については、

早い段階で候補自治体に打診をして、候補地を決定することも検討したい。 
・公募の際には、小さい規模でもいいのか決めておく必要がある。市町村レベルでやる

という自治体はあるかもしれない。 
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